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小平市障害福祉計画の進捗状況（現状分析）
１　居宅介護

　　年間延べ人数、実人数は平成30年度と比較して令和元年度は微増。利用時間は微減。
２　重度訪問介護　
利用者１人に要する金額が大きいため、人数の増減によって大きく金額が増減する特徴がある。重度障がい者の地域生活を支える上で必要不可欠なサービスである。年間延べ人数、実人数、利用時間は平成30年度と比較して、令和元年度は全て増加。
３　同行援護

利用対象者がほぼ固定されている。年間延べ人数、利用時間は平成30年度と比較して、令和元年度は減少。実人数は微増。利用拡大のためにはヘルパーの確保が課題である。
４　行動援護

利用対象者がほぼ固定されている。年間延べ人数、実人数、利用時間は、平成30年度と比較して、令和元年度は全て増加。利用拡大のためにはヘルパーの確保が課題である。
５　療養介護

第五期は緑成会整育園の開設の影響から利用が大きく伸びた。しかしながら、療養介護事業所は少なく、利用希望があってもすぐに入所できる状況ではないので今後は横ばいが続く。
６　生活介護

　　ここ数年で市内に生活介護事業所が新規オープンし、利用者数が確実に増加しており、この傾向は今後も続く見込み。主に特別支援学校卒業後の進路になる。介護保険との共生型サービスができると生活介護の利用が減少する可能性がある。医療的ケアに対応できる生活介護事業所を増やしていくことが課題である。
（参考）

平成３０年度：ひまわりばたけ
令和元年度：生活リハビリセンター絆
令和２年度：かりん

７　短期入所

　　ここ数年で市内に短期入所事業所が新規オープンし、利用者数が確実に増加しており、この傾向は今後も続く見込み。利用希望が特定の日に重なることが多く利用したいときに利用できないとの意見があり、さらなる拡充が必要である。

（参考）

花の樹、小平福祉園、アゼリア、緑成会整育園

８　施設入所支援

　　現在の入所者は措置時代に入所し、長く施設で生活している障がい者が多く、遠方の場合も多いことから地域移行が進みづらい傾向にある。市内の社会福祉法人黎明会が東京都の地域移行促進コーディネート事業を受託し、地域移行促進コーディネーターを配置して地域移行の働きかけを行っているが、地域移行は進んでいない。小平市の施設入所の待機者は１３人（令和２年５月末現在）だが、東京都全体として施設の入所希望は多く、都立施設を中心に入所調整が行なわれている状況である。施設に空きが出てもすぐ埋まる状況で希望してもなかなか入所できないのが現状である。これらの現状を踏まえると、平成２８年度末の施設入所者数を維持していくことが当面の目標になる。
９　自立訓練（機能訓練）
標準利用期間（１年６月、延長１年）があり、利用者の確保が難しく横ばいもしくは減少傾向。多摩地域で８事業所しかなく、今後も横ばいもしくは減少傾向が見込まれる。
１０　自立訓練（生活訓練）

　　　機能訓練と同様、標準利用期間があり事業者数が少ないことから今後も横ばいもしくは減少傾向が見込まれる。

１１　就労移行支援

障がい者の一般就労を進めていくためには重要なサービスだが、標準利用期間（２年）があり、また就労移行していく割合が非常に高いため、利用者の定員に空きが出る状況。小平市障害者就労・生活支援センターほっとを中心に、市内の就労移行支援事業所や就労継続支援事業所の連携を強化していくことが必要になる。
１２　就労継続支援（Ａ型）
事業所数が多摩地域で２６か所、うち小平市内１か所と少ない。今後も横ばいが続く。
１３　就労継続支援（Ｂ型）

　　　ここ数年で市内に就労継続支援（Ｂ型）事業所が新規オープンし、利用者数が確実に増加しており、この傾向は今後も続く見込み。主に特別支援学校卒業後の進路になる。

（参考）

平成２８年度：小平福祉園（サンライズ）
平成２９年度：はなこビーンズ、おだまき

平成３０年度：ｐｌａｎｓ

１４　就労定着支援
　　　一般就労へ移行した障がい者が増加しているので、当該サービスの利用者も増加していくことが見込まれる。

１５　共同生活援助

計画的に整備を進め、平成２９年度（１９２人）と比較して、令和元年度（２２４人）は利用者数３２人の増加。

令和元年度に新しいグループホーム１か所がオープンし、さらに増加が見込まれる。
１６　計画相談支援

　　　サービス等利用計画の作成率は１００％に達している。
１７　地域移行支援・地域定着支援
地域移行支援の利用は主に精神障がい者。病院と連携して地域移行を進めているが、地域移行支援を利用するまでに至らないケースも多い。地域移行が進んでいないことに連動して地域定着支援の利用も増えていない。

１８　児童発達支援

多摩地域の事業所数が増え、児童発達支援の利用も大きく増えている。障害児支援の充実、幼児教育の無償化に伴い、今後も増えていく見込み。

１９　医療型児童発達支援

　　　多摩地域で１か所しかなく、今後も横ばい傾向が続く。
２０　放課後等デイサービス

多摩地域の事業所数が増え、放課後等デイサービスの利用も大きく増えている。障害児支援の充実に伴い今後も増えていく見込み。
２１　保育所等訪問支援

事業所数が多摩地域は２２か所で、小平市内に事業所はない。利用実績も横ばい傾向が続く見込み。なお、小平市では類似の事業として保育園・幼稚園巡回相談事業を独自に行っている。
２２　居宅訪問型児童発達支援
　　　多摩地域で2か所しかなく、今後の利用実績はないか、わずかであると見込まれる（対象が「重度の障がいがあり、通所支援を受けるための外出が困難な児童」であるため）。

２３　障害児相談支援

障害児支援利用計画の作成率は１００％に達しており、今後も新規に障害児通所サービスを利用する場合に件数が増加することになる。
